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令和５年６月定例会提出 予算・一般議案一覧 
  Ｒ５．５．２９ 

№ 議案番号 議 案 の 題 名 概      要 所管課 

1 議案第３３号 専決処分の承認を求めることについて 
（令和４年度熊谷市一般会計補正予算（第

７号）） 

繰越明許費の補正 

（老人福祉センター管理運営経費        １９，８００千円） 

（新型コロナウイルスワクチン接種事業     ６０，０８４千円） 

(塵芥収集業務経費                           １０，７７４千円) 

（道路整備事業                              ６９，８００千円） 

（市道９０００７号線道路改良事業       ８７，０００千円） 

（橋りょう整備事業                    ２４３，１３９千円） 

 (排水機場維持管理経費                       ５３，７９０千円） 

(新星川改修事業                             ２３，５６０千円) 

(籠原駅南口線道路改良事業                   ４１，８５８千円) 

（消防活動経費                 １，３４４千円） 

 (小学校施設整備事業                         １６，２７２千円) 

(中学校施設整備事業                         １６，２３３千円) 

財政課 

2 議案第３４号 専決処分の承認を求めることについて 
（令和４年度熊谷市熊谷都市計画事業土

地区画整理事業特別会計補正予算（第３

号）） 

繰越明許費 

（上石第一土地区画整理実施事業       １９２，２５５千円） 

（上之土地区画整理実施事業         １７１，６２２千円） 

財政課 

3 議案第３５号 専決処分の承認を求めることについて 
（令和５年度熊谷市一般会計補正予算（第

１号）） 

①歳入歳出予算の補正 

（新型コロナウイルスワクチン接種事業  １，０１２，６００千円） 

財政課 

 

4 議案第３６号 専決処分の承認を求めることについて 
（令和５年度熊谷市一般会計補正予算（第

２号）） 

①歳入歳出予算の補正 

（子育て世帯生活支援特別給付金給付事業   ２３２，８２５千円） 

財政課 
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5 議案第３７号 専決処分の承認を求めることについて 

（熊谷市税条例の一部を改正する条例） 

①「地方税法」の一部改正に伴い、固定資産税に係る課税標準の特例に関

する規定の整備を行うもの 

②令和５年４月１日から施行 

市民税課 

資産税課 

6 議案第３８号 専決処分の承認を求めることについて 

（熊谷市都市計画税条例の一部を改正す

る条例） 

①「地方税法」の一部改正に伴い、都市計画税に係る課税標準の特例に関

する規定の整備を行うもの 

②令和５年４月１日から施行 

資産税課 

 

7 議案第３９号 専決処分の承認を求めることについて 

（熊谷市国民健康保険税条例の一部を改

正する条例） 

①「地方税法施行令」の一部改正に伴うもの 

ア ５割減額対象世帯の所得の減額判定基準額の算定に係る被保険者等の

数に乗じる金額の引上げ  ２８万５千円 → ２９万円 

イ ２割減額対象世帯の所得の減額判定基準額の算定に係る被保険者等の

数に乗じる金額の引上げ  ５２万円 → ５３万円５千円 

②令和５年４月１日から施行 

保険年金課 

8 議案第４０号 令和５年度熊谷市一般会計補正予算（第

３号） 

別紙参照 財政課 

9 議案第４１号 熊谷市税条例の一部を改正する条例 ①「地方税法」の一部改正に伴うもの 

ア 軽自動車税の税率の特例に係る適用期間の延長を行うもの 

イ 長寿命化に資する大規模修繕工事を実施したマンションに係る固定

資産税の減額の割合を定めるもの 

②公布の日から施行 ほか 

市民税課 

資産税課 

 

10 議案第４２号 熊谷市都市計画税条例の一部を改正する

条例 

①「地方税法」の一部改正に伴い、バス事業者が導入する電気自動車の充

電設備の用に供する土地・償却資産に関する課税標準の特例割合を定め

るもの 

②地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の一部を改正する法律

（令和５年法律第１８号）附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日又

はこの条例の公布の日のいずれか遅い日から施行 

資産税課 

11 議案第４３号 熊谷市手数料徴収条例の一部を改正する

条例 

①「建築基準法」等の一部改正に伴い、建築物の容積率の特例認定の申請

に係る審査手数料を新たに徴収等するもの 

②公布の日から施行 

建築審査課 
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12 議案第４４号 熊谷市火災予防条例の一部を改正する条

例 

①「対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気器具等の取扱い

に関する条例の制定に関する基準を定める省令」の一部改正に伴うもの 

 ア 急速充電設備の位置、構造及び管理に関する基準を追加するもの 

 イ 喫煙等に関する規定を整備するもの 

②アは令和５年１０月１日から、イは公布の日から施行 

予防課 

13 

 

議案第４５号 工事請負契約の締結について 

（熊谷市立大原中学校特別教室棟内部改

修建築工事） 

①概要 熊谷市立大原中学校特別教室棟内部改修の建築工事 

②契約金額 ２４２，０００，０００円 

教育総務課 

（契約課） 

14 議案第４６号 財産の取得について 

（高規格救急自動車） 

①概要 高規格救急自動車２台の取得 

②取得価格 ３４，２１８，８００円 

警防課 

（契約課） 

15 議案第４７号 財産の取得について 

(消防ポンプ自動車(ＣＤ－Ⅰ型)) 

①概要 消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ型）３台の取得 

②取得価格 ６５，５０５，０００円 

消防総務課 

（契約課） 

16 議案第４８号 財産の取得について 

(高度救命処置用資機材等) 

①概要 高度救命処置用資機材等２組の取得 

②取得価格 ３６，３００，０００円 

警防課 

（契約課） 

17 議案第４９号 市道路線の認定について 開発行為に伴い本市に帰属された道路の認定（２路線） 管理課 

18 議案第５０号 市道路線の廃止について 道路用地の売払いに伴う市道路線の廃止（１路線） 管理課 

20 議案第５２号 熊谷市監査委員の選任について  職員課 

21 議案第５３号 熊谷市固定資産評価員の選任について  職員課 

23 議案第５５号 人権擁護委員候補者の推薦について  人権政策課 

 



１　予算規模 （単位：千円）

補　正　額

(第３号) 1,366,583

0

0

1,366,583

２　補正予算の主なもの

　⑴　一 般 会 計 （単位：千円）

補 正 額 担 当 課

2 総務費 14,400 企画課

657,589
（※会計年
度補助職員
報酬等を含

む）

福祉総務課

8,320 保育課

4 衛生費 48,350 健康づくり課

7 商工費 522,000 商業観光課

10 教育費 29,800 教育総務課

電子地域通貨発行事業

　令和５年１１月からの発行を予定している電
子地域通貨について、「新型コロナウイルス感
染症対応地方創生臨時交付金」を活用してプレ
ミアム付地域通貨の発行総額を倍増し、地域経
済の活性化を図る。

任意接種費用助成事業

【帯状疱疹予防接種費用助成事業】
　発症すると重症化し、重い後遺症を引き起こ
す可能性のある帯状疱疹の発症を抑制するた
め、ワクチン接種に係る費用を助成する。

【男子へのHPVワクチン接種費用助成事業】
　子宮頸がん撲滅とHPV関連のがん予防を推進
するため、任意接種となっている男子のHPVワ
クチン接種に係る費用を、県内で初めて助成す
る。

子育て世帯学校給食応援
事業

　給食食材の価格高騰による小中学生の保護者
の負担を軽減するため、給食費のうち食材費高
騰分について支援する。

　　　　担当者　　総合政策部財政課　　林
　　　　連絡先　　048-524-1117

　国の「こどもの安心・安全対策支援パッケー
ジ」に基づき、こどもの見守りタグや登園・降
園管理システム等を導入する民間保育所等に対
し、導入経費を補助する。

合　　　　　計 111,519,425 112,886,008

款 事　　　　　　項 備　　　　　　　　　　考

3 民生費

企　業　会　計　の　計 16,659,000 16,659,000

地域公共交通支援事業
　エネルギー価格が高騰している中、市民生活
を支えている市内循環バス事業者に対し、支援
を行う。

価格高騰重点支援給付金
給付事業

　電力・ガス・食料品等の価格高騰を踏まえ、
特に家計への影響が大きい住民税非課税世帯等
に対し、１世帯当たり３万円の給付金を支給す
る。

特別保育事業

特　別　会　計　の　計 23,715,000 23,715,000

※そのほか、市へ寄せられた寄附金について、それぞれの寄附目的に応じて基金への積立て等の予算措置を行う。（4,153千円）

令和5年5月29日発表
担当課：財政課

令和５年度６月市議会補正予算（案）の概要

会　　　　計　　　　区　　　　分 補 正 前 の 額 合　　計

72,512,008一　般　会　計　補　正　予　算　 71,145,425



１ 事業概要

２

３ その他

※

担当課 　　担当者

連絡先 　　内線℡：048-524-1111 528

総合政策部企画課

特徴やPRポイント

　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金[重点交付金[推奨事業メニュー]]を
活用します。

資料の有無（　　有　　・　　無　　）

蟻川、樋口

熊谷市
記者クラブ取材情報（予算関連）

【目的】
　エネルギー価格が高騰している中で、市民生活を支えている地域公共交通事業者（市内
循環バス業者）を支援するため、燃料費の一部を支援します。

【内容】
　熊谷市市内循環バス事業者に対し、昨年度決算の運行経費の１割の経営支援を行いま
す。

【効果】
  路線バスを補完し、地域公共交通を維持するために重要な役割を果たしている市内循環
バスの運行継続を図ることに寄与します。

＜速報＞

令和５年度６月補正予算（案）概要

令和５年５月２９日発表

事業の名称等

地域公共交通支援事業



１ 事業概要

２

３ その他

※

担当者 　　担当

連絡先 　　内線

【内容】
　物価・賃金・生活総合対策として、電力・ガス・食料品等の価格高騰による負担増を踏
まえ、特に家計への影響が大きい低所得世帯（住民税非課税世帯等）に対して、１世帯当
たり３万円を支給します。

　２１，０００世帯分の価格高騰重点支援給付金６３０，０００千円を含む、事業費
６５７，５８９千円を補正予算に計上しました。

　対象となる世帯は令和５年６月１日を基準日として、世帯全員の令和５年度分の住民税
均等割が非課税である世帯、又は、令和５年１月以降の収入が減少して、住民税非課税相
当の収入となった家計急変世帯です。

【効果】
　電力・ガス・食料品等の価格高騰の影響が特に大きい方への生活支援となることが期待
できます。

℡048-524-1133 591

福祉部福祉総務課

特徴やPRポイント

　市において令和４年度電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金（５万円）の給付
実績がある住民税非課税世帯については、これまでの支給要件確認書に替えて、振込に関
する通知を送付することで、原則返信不要とし、早期支給の実現と手続きの簡略化を図り
ます。

　住民税非課税世帯に対する振込に関する通知発送は、７月中旬を目途に準備に取り組ん
でいます。
　８月上旬に給付金をお届けしたいので、通知が届いた世帯には、速やかに内容を確認す
るようお願いします。
　未申告者などの世帯につきましては、７月下旬を目途に支給要件確認書等を発送する予
定です。
　その他、詳細については、決定次第、ホームページや市報でお知らせしていきます。

資料の有無（　　有　　・　　無　　）

大井

熊谷市
記者クラブ取材情報（予算関連）

＜速報＞

令和５年度６月補正予算（案）概要

令和５年５月２９日発表

事業の名称等

～住民税非課税世帯等への電力・ガス・食料品等価格高騰対策～

価格高騰重点支援給付金給付事業



１ 事業概要

２

３ その他

※

担当課 　　担当者

連絡先 　　内線

【目的】
　令和４年１０月に国が取りまとめた幼児等の所在確認と送迎バス等への安全装置用の装
備の義務付けを含む「こどものバス送迎・安全徹底プラン」を踏まえ示された「こどもの
安心・安全対策支援パッケージ」に基づき、こどもの見守りタグや登園管理システム等を
導入する民間保育所等に導入経費を補助することで、子どもの安全を守るとともに保護者
の不安解消に繋げるための支援を行います。

【内容】
・ ICTを活用した子ども見守りサービス（GPSやBluetoothを活用したシステム）などの安
全対策に資する機器等の導入に必要な経費の補助。
・保育所等における業務のICT化を行うためのシステム（①保育に関する計画・記録、②園
児の登園・降園管理、③保護者との連絡）の導入に必要な経費の補助。

℡048-524-1111 537

福祉部保育課

特徴やPRポイント

　「こどもの安心・安全対策支援パッケージ」に基づき予算措置した送迎用バスの安全装
置の導入支援に加えて、こどもの見守りタグや登園管理システム等の子どもの安全に資す
る機器等を導入する民間保育所等に対し導入経費の補助を拡大して行います。

資料の有無（　　有　　・　　無　　）

福祉部保育課　杉浦、竹中

熊谷市
記者クラブ取材情報（予算関連）

＜速報＞

令和５年度６月補正予算（案）概要

令和５年５月２９日発表

事業の名称等

特別保育事業



１ 事業概要

２

３ その他

※

担当課 　　担当者

連絡先 　　内線

熊谷市
記者クラブ取材情報（予算関連）

【目的】
　帯状疱疹は、８０歳までに３人に１人が発症すると推測されています。重症化や重い後
遺症を引き起こす恐れのある帯状疱疹の発症を抑制するため、ワクチン接種に係る費用の
助成を行います。

【内容】
　接種時において、熊谷市に住民登録がある満５０歳以上の方を対象として、次のとおり
助成を行います。
　①生ワクチン（１回接種）　　　１回当たり　４，５００円
　②不活化ワクチン（２回接種）　１回当たり１２，０００円
※ 助成は、いずれか一方の接種のみで１度限りとします。
　 （②は２回接種を１度とみなします。）

【効果】
　生ワクチンは５年程度、不活化ワクチンは９年程度、発症予防効果が続くとされていま
す。ワクチン接種により、帯状疱疹の発症を防ぐとともに、接種を希望する市民の経済的
負担の軽減を図ります。

℡048-528-0601

市民部健康づくり課

特徴やPRポイント

　帯状疱疹予防接種についての問合せや要望が今年に入って多く寄せられたことから、速
やかに対応することとし、年度途中での事業開始といたしました。

《参考》県内における帯状疱疹予防接種費用助成導入の状況
　令和４年度～：鴻巣市、北本市、桶川市、伊奈町、美里町
　令和５年度～：深谷市、坂戸市、入間市、寄居町、川島町、神川町、越生町、
　　　　　　　　毛呂山町

資料の有無（　　有　　・　　無　　）

　田辺、天田

＜速報＞

令和５年度６月補正予算（案）概要

令和５年５月２９日発表

事業の名称等

帯状疱疹予防接種費用助成事業（任意予防接種費用助成事業）



１ 事業概要

２

３ その他

※

担当課 　　担当者

連絡先 　　内線

熊谷市
記者クラブ取材情報（予算関連）

【目的】
　子宮頸がん撲滅とヒトパピローマウィルス（ＨＰＶ）関連のがん予防を推進するため、
任意接種である男子のＨＰＶワクチン接種に係る費用の助成を行います。

【内容】
　熊谷市在住の小学６年生から高校１年生相当の男子を対象とし、４価ＨＰＶワクチン
（ガーダシル®）を接種完了となる３回まで、市で定めた接種費用を上限として、実費を助
成します。

【効果】
　男子がＨＰＶワクチンを接種することで、ＨＰＶによるがんを予防し、ＨＰＶに感染し
た男性と性交渉による女性への感染及び子宮頸がんの発症を防ぐとともに、接種を希望す
る保護者の経済的負担の軽減を図ります。

℡　048-525-2722

市民部母子健康センター

特徴やPRポイント

・男子へのＨＰＶワクチン接種費用の助成は、埼玉県内では初めてです。
・市は、中学１年生を対象として行っている「生命の授業」において、男女ともにＨＰＶ
ワクチン接種をすることによるＨＰＶの感染予防及びがん予防について啓発します。
・男性がＨＰＶワクチンを接種しやすい環境をつくることで、ＨＰＶに関する理解が広が
り、ＨＰＶへの感染リスクを減らし、市民の健康の保持増進に寄与するとともに疾病及び
感染症のまん延防止を図ります。

資料の有無（　　有　　・　　無　　）

五十嵐、尾澤

＜速報＞

令和５年度６月補正予算（案）概要

令和５年５月２９日発表

事業の名称等

男子へのＨＰＶワクチン接種費用助成事業（任意接種費用助成事業）



１ 事業概要

２

３ その他

※

担当課 　　担当者

連絡先 　　内線

熊谷市
記者クラブ取材情報（予算関連）

【目的】
　令和５年１１月に発行を予定している電子地域通貨において、「新型コロナウイルス感
染症対応地方創生臨時交付金」を活用したプレミアム付電子地域通貨を発行し、市内経済
の活性化を図ります。

【内容】
　熊谷市電子地域通貨はスマートフォンタイプおよびカードタイプの２種類の方法で利用
できるシステムを構築中であり、プレミアム付電子地域通貨も２種類での発行を予定して
います。
　また、プレミアム付電子地域通貨として総額１０億円（当初予算５億円から増額）の発
行を予定しており、プレミアム率は２５％として発行いたします。発行時期や具体的な販
売内容については、現在システム構築中につき、市報等でお知らせいたします。

【効果】
・市内経済の活性化
・市内のキャッシュレス化

℡　０４８－５２４－１１１１ 499

産業振興部　商業観光課

特徴やPRポイント

【特徴】
　電子通貨という性質を活用し、市の様々な事業に活用できるシステムを構築し、スピー
ド感をもった運用が可能となります。

【ＰＲポイント】
　紙の商品券では１，０００円単位の利用でしたが、電子地域通貨は１円単位での利用が
できるため利便性が上がります。また、コミュニティポイント機能を同時に実装する予定
なので、市内のコミュニティツールとしても利用いただけるシステム構築を予定しており
ます。

資料の有無（　　有　　・　　無　　）

柳川

＜速報＞

令和５年度６月補正予算（案）概要

令和５年５月２９日発表

事業の名称等

電子地域通貨発行事業



１ 事業概要

２

３ その他

※

担当課 　　担当者

連絡先 　　内線℡048-524-1111 550・547

教育委員会教育総務課

特徴やPRポイント

　給食費についての保護者の経済的負担の軽減のため、この事業のほか、学校給食費第３
子以降無償化事業も実施しています。

資料の有無（　　有　　・　　無　　）

新井・高橋

熊谷市
記者クラブ取材情報（予算関連）

【目的】
　食材価格高騰の中、価格上昇分を市が負担することで保護者に負担を求めることなく子
どもたちに理想的な給食を提供することを目的としています。

【内容】
　本市の学校給食費は本年４月に値上げ改定を行いましたが、食材価格の高騰が止まるこ
となく、今後も続くことが予想されます。このため、７月から令和６年３月までの給食費
について小学生１人１食16円、中学生１人１食19円を公費負担するものです。

【経緯】
　平成26年以来、本市では学校給食費の改定を行っていませんでした。その間、栄養士や
調理員の工夫で食材や調理方法を変更するなどの対応をしてきましたが、基準栄養量の確
保も難しい状況だったことから、今年度学校給食費の値上げ改定を行いました。
　しかし、今年度に入ってから代替の効かない主食（御飯、パン、麺）や牛乳の価格が上
昇したほか、ほとんどの食材の価格が上昇しています。

【公費負担額の根拠】
　昨年からのさいたま市の食料の消費者物価指数の上昇や、主食と牛乳１食分の値上がり
額を参考に、現行給食費小、中学校日額の各々約６％としました。

【効果】
　食材価格高騰はもとより、子どもたちに理想的な給食を提供するため、給食費改定を行
いましたが、コロナ禍や物価高騰で影響を受けている保護者の皆さんにはより多くの経済
的負担をいただいているところです。今回、更なる給食費改定を行うことなく、食材費を
確保することで、保護者の経済的負担を少しでも軽減するとともに、子どもたちに理想的
な給食を提供できると考えています。

＜速報＞

令和５年度６月補正予算（案）概要

令和５年５月２９日発表

事業の名称等

子育て世帯学校給食応援事業


